
企 画 総 務 委 員 会 

令和６年１２月５日 

 墨田区手数料条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改   正   案 現       行 
  

別表 

 １・２ 〔略〕 

 ３ 建築・都市計画・土木関係 
番号 事    務 名 称 額 徴収時期      

１ 

建築基準法（昭和２５
年法律第２０１号）第
６条第４項又は第１８
条第３項（同法第８７
条第１項において準用
する場合を含む。）の
規定に基づく建築物に
関する確認の申請又は
計画の通知に対する審
査 

建築物の建
築に関する
確認申請又
は計画通知
手数料 

１ １件につき、次のアからエま
でに掲げる区分に応じて算出し
た床面積の合計に応じ、次に掲
げる額（申請又は通知に係る計
画に建築基準法第８７条の４に
規定する昇降機に係る部分が含
まれる場合においては、当該昇
降機１基について、２の項又は
３の項に掲げる額の手数料を加
えた額）。ただし、申請又は通
知に係る計画に、建築基準法第
６条の３第１項ただし書又は第
１８条第５項ただし書の規定に
より特定建築基準適合判定資格
者である建築主事又は建築副主 
事が行う、建築基準法施行令 
（昭和２５年政令第３３８号） 

 第９条の３に規定する特定構造
計算基準又は特定増改築構造計
算基準に適合するかどうかの審
査（以下「特定建築基準適合審
査」という。）に係る部分が含
まれている場合においては、特
定建築基準適合審査を行う部分
ごとに２に掲げる額を加えた額
とする。 

 ⑴～⑼ 〔略〕 
２ 〔略〕 

確認申請
又は計画
通知のと
き。 

     
２ 
～ 
５ 

〔略〕 
   

別表 

 １・２ 〔略〕 

 ３ 建築・都市計画・土木関係 
番号 事    務 名 称 額 徴収時期      

１ 

〔同左〕 〔同左〕 １ １件につき、次のアからエま
でに掲げる区分に応じて算出し
た床面積の合計に応じ、次に掲
げる額（申請又は通知に係る計
画に建築基準法第８７条の４に
規定する昇降機に係る部分が含
まれる場合においては、当該昇
降機１基について、２の項又は
３の項に掲げる額の手数料を加
えた額）。ただし、申請又は通
知に係る計画に、建築基準法第
６条の３第１項ただし書又は第
１８条第４項ただし書の規定に
より特定建築基準適合判定資格
者である建築主事又は建築副主 
事が行う、建築基準法施行令 
（昭和２５年政令第３３８号） 

 第９条の３に規定する特定構造
計算基準又は特定増改築構造計
算基準に適合するかどうかの審
査（以下「特定建築基準適合審
査」という。）に係る部分が含
まれている場合においては、特
定建築基準適合審査を行う部分
ごとに２に掲げる額を加えた額
とする。 

 ⑴～⑼ 〔略〕 
２ 〔略〕 

〔同左〕 

     
２ 
～ 
５ 

〔略〕 
   



 
 
 
 
 
 
 
 
６ 

建築基準法第７条第４
項又は第１８条第２１
項の規定に基づく建築 
物に関する完了検査 
（９の項に掲げる場合
を除く。）の申請又は
通知に対する審査 

建築物の建
築に関する
完了検査申
請又は工事
完了通知手
数料 

１件につき、当該建築物を建築し
た場合（同一敷地内において移転
した場合を除く。）にあっては当
該建築に係る床面積、当該建築物
を同一敷地内において移転し、又
は大規模の修繕若しくは大規模の
模様替をした場合にあっては当該
移転、修繕又は模様替に係る部分
の床面積に２分の１を乗じて得た
面積の合計に応じ、次に掲げる額
（申請又は通知に建築基準法第８
７条の４に規定する昇降機に係る
部分が含まれる場合においては、
当該昇降機１基について、７の項
又は１０の項に掲げる額の手数料
を加えた額） 
 ⑴～⑼ 〔略〕 

検査申請
又は完了
通知のと
き。 

          
 
 
 
 
７ 

建築基準法第８７条の
４において準用する同
法第７条第４項又は第
１８条第２１項の規定
に基づく建築設備に関
する完了検査（１０の 
項に掲げる場合を除 
く。）の申請又は通知
に対する審査 

建築設備の
設置に関す
る完了検査
申請又は工
事完了通知
手数料 

⑴ 昇降機（小荷物専用昇降機を
除く。）１基につき １３，０ 

 ００円 
⑵ 小荷物専用昇降機１基につき 
  ８，６００円 
⑶ 前２号以外の１の建築設備に
つき １３，０００円 

検査申請
又は完了
通知のと
き。 

          

８ 

建築基準法第８８条第
１項又は第２項におい
て準用する同法第７条
第４項又は第１８条第
２１項の規定に基づく
工作物に関する完了検
査の申請又は通知に対
する審査 

工作物の築
造に関する
完了検査申
請又は工事
完了通知手
数料 

１件につき ９，６００円 検査申請
又は完了
通知のと
き。 

          
 
 
 
 
 
 
 

建築基準法第７条第４
項又は第１８条第２１
項の規定に基づく建築 
物に関する完了検査 
（同法第７条の３第１
項の特定工程に係るも
のに限る。１０の項に

中間検査を
受けた建築
物に関する
完了検査申
請又は工事
完了通知手
数料 

１件につき、当該建築物を建築し
た場合（同一敷地内において移転
した場合を除く。）にあっては当
該建築に係る床面積、当該建築物
を同一敷地内において移転し、又
は大規模の修繕若しくは大規模の
模様替をした場合にあっては当該

検査申請
又は完了
通知のと
き。 

 
 
 
 
 
 
 
 
６ 
 
 
 
 
 
 
 
 

建築基準法第７条第４
項又は第１８条第１７
項の規定に基づく建築 
物に関する完了検査 
（９の項に掲げる場合
を除く。）の申請又は
通知に対する審査 

〔同左〕 〔同左〕 
 
 
 
 

〔同左〕 
 

          
 
 
 
 
７ 

建築基準法第８７条の
４において準用する同
法第７条第４項又は第
１８条第１７項の規定
に基づく建築設備に関
する完了検査（１０の 
項に掲げる場合を除 
く。）の申請又は通知
に対する審査 

〔同左〕 〔同左〕 
 

〔同左〕 

          

８ 

建築基準法第８８条第
１項又は第２項におい
て準用する同法第７条
第４項又は第１８条第
１７項の規定に基づく
工作物に関する完了検
査の申請又は通知に対
する審査 

〔同左〕 〔同左〕 〔同左〕 

          
 
 
 
 
 
 
 

建築基準法第７条第４
項又は第１８条第１７
項の規定に基づく建築 
物に関する完了検査 
（同法第７条の３第１
項の特定工程に係るも
のに限る。１０の項に

〔同左〕 〔同左〕 
 

〔同左〕 



 
９ 

おいて同じ。）の申請
又は通知に対する審査 

移転、修繕又は模様替に係る部分
の床面積に２分の１を乗じて得た
面積の合計に応じ、次に掲げる額
（申請又は通知に建築基準法第８
７条の４に規定する昇降機に係る
部分が含まれる場合においては、
当該昇降機１基について、７の項
又は１０の項に掲げる額の手数料
を加えた額） 
 ⑴～⑼ 〔略〕      

１０ 

建築基準法第８７条の
４において準用する同
法第７条第４項又は第
１８条第２１項の規定
に基づく昇降機に関す
る完了検査の申請又は
通知に対する審査 

中間検査を
受けた昇降
機に関する
完了検査申
請又は工事
完了通知手
数料 

⑴ 昇降機（小荷物専用昇降機を
除く。）１基につき １３，０
００円 

⑵ 小荷物専用昇降機１基につき 
８，４００円 

検査申請
又は完了
通知のと
き。 

１１ 

建築基準法第７条の３
第４項の規定に基づく
建築物に関する中間検
査の申請又は同法第１
８条第２９項の規定に
基づく特定工程工事終
了の通知に対する審査 

建築物に関
する中間検
査申請又は
特定工程工
事終了通知
手数料 

１件につき、中間検査又は特定工
程工事終了通知を行う部分の床面
積に応じ、次に掲げる額（申請に
建築基準法第８７条の４に規定す
る昇降機に係る部分が含まれる場
合においては、当該昇降機１基に
ついて、１２の項に掲げる額の手
数料を加えた額） 
 ⑴～⑼ 〔略〕 

検査申請
又は終了
通知のと
き。 

１２ 

建築基準法第８７条の
４において準用する同
法第７条の３第４項の
規定に基づく建築設備
に関する中間検査の申
請又は同法第１８条第
２９項の規定に基づく
建築設備に関する特定
工程工事終了の通知に
対する審査 

建築設備に
関する中間
検査申請又
は特定工程
工事終了通
知手数料 

⑴ 昇降機（小荷物専用昇降機を 
除く。）１基につき １２，０ 
００円 

⑵ 小荷物専用昇降機１基につき 
 ８，３００円 

⑶ 前２号以外の１の建築設備に 
つき １２，０００円 

検査申請
又は終了
通知のと
き。 

     
 
 
 
 
１３ 

建築基準法第８８条第
１項において準用する
同法第７条の３第４項
の規定に基づく工作物
に関する中間検査の申

工作物に関
する中間検
査申請又は
特定工程工
事終了通知

１件につき ９，１００円 検査申請
又は終了
通知のと
き。 

 
９ 
 
 
 
 
 
 
 
 

おいて同じ。）の申請
又は通知に対する審査 

     

１０ 

建築基準法第８７条の
４において準用する同
法第７条第４項又は第
１８条第１７項の規定
に基づく昇降機に関す
る完了検査の申請又は
通知に対する審査 

〔同左〕 〔同左〕 
 

〔同左〕 
 

 
 
 
 
１１ 
 
 
 
 

建築基準法第７条の３
第４項の規定に基づく
建築物に関する中間検
査の申請又は同法第１
８条第２０項の規定に
基づく特定工程工事終
了の通知に対する審査 

〔同左〕 〔同左〕 〔同左〕 

１２ 

建築基準法第８７条の
４において準用する同
法第７条の３第４項の
規定に基づく建築設備
に関する中間検査の申
請又は同法第１８条第
２０項の規定に基づく
建築設備に関する特定
工程工事終了の通知に
対する審査 

〔同左〕 〔同左〕 〔同左〕 

     
 
 
 
 
１３ 

建築基準法第８８条第
１項において準用する
同法第７条の３第４項
の規定に基づく工作物
に関する中間検査の申

〔同左〕 〔同左〕 〔同左〕 



請又は同法第１８条第
２９項の規定に基づく
工作物に関する特定工
程工事終了の通知に対
する審査 

手数料 

     

１４ 

建築基準法第７条の６
第１項第１号若しくは
第２号又は第１８条第
３８項第１号若しくは
第２号（同法第８７条
の４又は第８８条第１
項若しくは第２項にお
いて準用する場合を含
む。）の規定に基づく
仮使用の認定の申請に
対する審査 

検査済証の
交付を受け
る前におけ
る建築物等
の仮使用認
定申請手数
料 

１件につき １２６，０００円 認定申請
のとき。 

     
１５
～ 
８６ 

〔略〕 

     
 備考 
  １～１２ 〔略〕 

請又は同法第１８条第
２０項の規定に基づく
工作物に関する特定工
程工事終了の通知に対
する審査      

１４ 

建築基準法第７条の６
第１項第１号若しくは
第２号又は第１８条第
２４項第１号若しくは
第２号（同法第８７条
の４又は第８８条第１
項若しくは第２項にお
いて準用する場合を含
む。）の規定に基づく
仮使用の認定の申請に
対する審査 

〔同左〕 〔同左〕 〔同左〕 

     
１５
～ 
８６ 

〔略〕 

     
 備考 
  １～１２ 〔略〕           

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

※ 建築基準法の一部改正（抄） 

改   正   後 改   正   前 
  
 （国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物に対する確認、検

査又は是正措置に関する手続の特例） 

第１８条 〔略〕 

２・３〔略〕 

４ 国の機関の長等が第２項の規定による通知をしなければならない場

合において、国の機関の長等が同項の計画を当該計画に係る工事に着

手する前に第６条の２第１項の規定による指定を受けた者に通知した

 〔同左〕 

 

第１８条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 



ときは、当該者は、当該計画が建築基準関係規定に適合するかどうか

を審査し、審査の結果に基づいて、建築基準関係規定に適合すること

を認めたときは、当該通知をした国の機関の長等に対して確認済証を

交付しなければならない。この場合においては、前２項の規定は、適

用しない。 

５ 国の機関の長等は、前２項の場合において、第２項又は前項の通知

に係る建築物の計画が特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかの審査（以下この項において「審査」という。）

を要するものであるときは、当該建築物の計画を都道府県知事に通知

し、構造計算適合性判定を求めなければならない。ただし、当該建築

物の計画に係る審査が、特定構造計算基準のうち第２０条第１項第２

号イの政令で定める基準に従つた構造計算で同号イに規定する方法に

よるものによつて確かめられる安全性を有することに係る部分であつ

て審査が比較的容易にできるものとして政令で定めるもの又は特定増

改築構造計算基準のうち審査が比較的容易にできるものとして政令で

定めるものに適合するかどうかの審査である場合において、当該審査

を構造計算に関する高度の専門的知識及び技術を有する者として国土

交通省令で定める要件を備える者である建築主事等がするとき又は第

６条の２第１項の規定による指定を受けた者が当該要件を備える者で

ある第７７条の２４第１項の確認検査員若しくは副確認検査員にさせ

るときは、この限りでない。 

６～１５ 〔略〕 

１６ 第６条の２第１項の規定による指定を受けた者は、第４項の場合

において、同項の通知に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合

しないことを認めたとき、又は建築基準関係規定に適合するかどうか

を決定することができない正当な理由があるときは、国土交通省令で

定めるところにより、その旨及びその理由を記載した通知書を当該通

知をした国の機関の長等に交付しなければならない。 

１７ 〔略〕 

１８ 第６条の２第１項の規定による指定を受けた者は、第４項の確認

済証又は第１６項の通知書の交付をしたときは、国土交通省令で定め

る期間内に、国土交通省令で定めるところにより、審査報告書を作成

 

 

 

 

 

４ 国の機関の長等は、第２項の場合において、同項の通知に係る建築

物の計画が特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合する

かどうかの前項に規定する審査を要するものであるときは、当該建築

物の計画を都道府県知事に通知し、構造計算適合性判定を求めなけれ

ばならない。ただし、当該建築物の計画が特定構造計算基準（第２０

条第１項第２号イの政令で定める基準に従つた構造計算で同号イに規

定する方法によるものによつて確かめられる安全性を有することに係

る部分のうち前項に規定する審査が比較的容易にできるものとして政

令で定めるものに限る。）又は特定増改築構造計算基準（同項に規定 

する審査が比較的容易にできるものとして政令で定めるものに限る。）

に適合するかどうかを第６条の３第１項ただし書の国土交通省令で定

める要件を備える者である建築主事等が前項に規定する審査をする場

合は、この限りでない。 

 

 

 

５～１４ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

１５ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 



し、当該確認済証又は当該通知書の交付に係る建築物の計画に関する

国土交通省令で定める書類を添えて、これを特定行政庁に提出しなけ

ればならない。 

１９ 特定行政庁は、前項の規定による審査報告書の提出を受けた場合

において、第４項の確認済証の交付を受けた建築物の計画が建築基準

関係規定に適合しないと認めるときは、国の機関の長等及び当該確認

済証を交付した第６条の２第１項の規定による指定を受けた者にその

旨を通知しなければならない。 

２０ 〔略〕 

２１ 建築主事等が前項の規定による通知を受けた場合においては、検

査実施者は、その通知を受けた日から７日以内に、その通知に係る建

築物及びその敷地が建築基準関係規定（第７条の５に規定する建築物

の建築、大規模の修繕又は大規模の模様替の工事について通知を受け

た場合にあつては、第６条の４第１項の規定により読み替えて適用さ

れる第６条第１項に規定する建築基準関係規定。以下この条において

同じ。）に適合しているかどうかを検査しなければならない。 

２２ 〔略〕 

２３ 第２０項の規定は、第７条の２第１項の規定による指定を受けた

者が、第１７項の工事の完了の日から４日が経過する日までに、当該

工事に係る建築物及びその敷地が建築基準関係規定に適合しているか

どうかの検査を引き受けた場合において、当該検査の引受けに係る工

事が完了したときについては、適用しない。 

２４ 第７条の２第１項の規定による指定を受けた者は、前項の規定に

よる検査の引受けを行つたときは、国土交通省令で定めるところによ 

り、その旨を証する書面を国の機関の長等に交付しなければならない。

２５ 第７条の２第１項の規定による指定を受けた者は、第２３項の規

定による検査の引受けを行つたときは、当該検査の引受けを行つた第

１７項の工事が完了した日又は当該検査の引受けを行つた日のいずれ

か遅い日から７日以内に、第２３項の検査をしなければならない。 

２６ 第７条の２第１項の規定による指定を受けた者は、第２３項の検

査をした建築物及びその敷地が建築基準関係規定に適合していること

を認めたときは、国土交通省令で定めるところにより、国の機関の長

 

 

 

  〔新設〕 

 

 

 

 

１６ 〔略〕 

１７ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

１８ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 

 

 

  〔新設〕 

 

 

  〔新設〕 

 

 

 

  〔新設〕 

 

 



等に対して検査済証を交付しなければならない。 

２７ 第７条の２第１項の規定による指定を受けた者は、第２３項の検

査をしたときは、国土交通省令で定める期間内に、国土交通省令で定

めるところにより、完了検査報告書を作成し、同項の検査をした建築

物及びその敷地に関する国土交通省令で定める書類を添えて、これを

特定行政庁に提出しなければならない。 

２８ 〔略〕 

２９ 建築主事等が前項の規定による通知を受けた場合においては、検

査実施者は、その通知を受けた日から４日以内に、当該通知に係る工

事中の建築物等について、検査前に施工された工事に係る建築物の部

分及びその敷地が建築基準関係規定に適合するかどうかを検査しなけ

ればならない。 

３０・３１ 〔略〕 

３２ 第２８項及び前項の規定は、第１７項の工事が特定工程を含む場

合において、第７条の２第１項の規定による指定を受けた者が当該特

定工程に係る工事を終えた後の工事中の建築物等について、検査前に

施工された工事に係る建築物の部分及びその敷地が建築基準関係規定

に適合するかどうかの検査を当該工事を終えた日から４日が経過する

日までに引き受けたときについては、適用しない。 

３３ 第７条の２第１項の規定による指定を受けた者は、前項の規定に

よる検査の引受けを行つたときは、国土交通省令で定めるところによ 

り、その旨を証する書面を国の機関の長等に交付しなければならない。

３４ 第７条の２第１項の規定による指定を受けた者は、第３２項の検

査をした場合において、特定工程に係る工事中の建築物等が建築基準

関係規定に適合することを認めたときは、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、国の機関の長等に対して当該特定工程に係る中間検査合格

証を交付しなければならない。 

３５ 第３２項の規定による検査に係る特定工程後の工程に係る工事は、

前項の規定による当該特定工程に係る中間検査合格証の交付を受けた

後でなければ、これを施工してはならない。 

３６ 第７条の２第１項の規定による指定を受けた者は、第３２項の検

査をしたときは、国土交通省令で定める期間内に、国土交通省令で定

 

  〔新設〕 

 

 

 

 

１９ 〔略〕 

２０ 〔同左〕 

 

 

 

 

２１・２２ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

  〔新設〕 

 

 

  〔新設〕 

 

 

 

 

  〔新設〕 

 

 

  〔新設〕 

 



めるところにより、中間検査報告書を作成し、同項の検査をした工事

中の建築物等に関する国土交通省令で定める書類を添えて、これを特

定行政庁に提出しなければならない。 

３７ 〔略〕 

３８ 第６条第１項第１号から第３号までの建築物を新築する場合又は

これらの建築物（共同住宅以外の住宅及び居室を有しない建築物を除

く。）の増築、改築、移転、大規模の修繕若しくは大規模の模様替の

工事で避難施設等に関する工事を含むものをする場合においては、第

２２項又は第２６項の検査済証の交付を受けた後でなければ、当該新

築に係る建築物又は当該避難施設等に関する工事に係る建築物若しく

は建築物の部分を使用し、又は使用させてはならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当する場合には、検査済証の交付を受ける前にお

いても、仮に、当該建築物又は建築物の部分を使用し、又は使用させ

ることができる。 

 ⑴ 特定行政庁が、安全上、防火上又は避難上支障がないと認めたと

き。 

 ⑵ 建築主事等（当該建築物又は建築物の部分が大規模建築物又はそ

の部分に該当する場合にあつては、建築主事）又は第７条の２第１

項の規定による指定を受けた者が、安全上、防火上及び避難上支障

がないものとして国土交通大臣が定める基準に適合していることを

認めたとき。 

 ⑶ 第２０項の規定による通知をした日（第７条の２第１項の規定に

よる指定を受けた者が第２３項の規定による検査の引受けを行つた

場合にあつては、当該検査の引受けに係る工事が完了した日又は当

該検査の引受けを行つた日のいずれか遅い日）から７日を経過した

とき。 

 

 

 

２３ 〔略〕 

２４ 第６条第１項第１号から第３号までの建築物を新築する場合又は

これらの建築物（共同住宅以外の住宅及び居室を有しない建築物を除

く。）の増築、改築、移転、大規模の修繕若しくは大規模の模様替の

工事で避難施設等に関する工事を含むものをする場合においては、第

１８項の検査済証の交付を受けた後でなければ、当該新築に係る建築

物又は当該避難施設等に関する工事に係る建築物若しくは建築物の部

分を使用し、又は使用させてはならない。ただし、次の各号のいずれ 

かに該当する場合には、検査済証の交付を受ける前においても、仮に、

当該建築物又は建築物の部分を使用し、又は使用させることができる。

 

 ⑴ 〔同左〕 

 

 ⑵ 建築主事等（当該建築物又は建築物の部分が大規模建築物又はそ

の部分に該当する場合にあつては、建築主事）が、安全上、防火上

及び避難上支障がないものとして国土交通大臣が定める基準に適合

していることを認めたとき。 

 

 ⑶ 第１６項の規定による通知をした日から７日を経過したとき。 

  

【施行日】令和６年１１月１日 


